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地域交通における「担い手」「移動の足」
不足への対応方策について

資料１



【機密性２】
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タクシー事業における運転者不足

女性運転者数は全体の約４.４％コロナ禍（令和元年度～令和３年度）において、
タクシーの運転者数は全国で約4万人減少した。

（毎年度タクシー事業者から報告のある輸送実績の集計による） （全国ハイヤー・タクシー連合会調べ）
※R4年度数値はいずれも速報値
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アプリを活用した交通サービスの提供

運行管理
整備管理
運賃規制
運送責任

二種免許保持／認定講習受講

運送契約

運送サービスの提供

利用者 タクシー／自家用有償

プラットフォーマー

配車要請・支払い申込み・支払い

旅客の有償運送について
安全確保・利用者保護を担保

タクシー事業者／市町村等

運転手
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第78条 自家用車は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。
一 災害のため緊急を要するとき。
二 市町村、特定非営利活動促進法第2条第2項に規定する特定非営利活動法人その他国土交通省
令で定める者が、次条の規定により地域住民又は観光旅客その他の当該地域を来訪する者の運送そ
の他の国土交通省令で定める旅客の運送（以下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。

三 公共の福祉を確保するためにやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期
間を限定して運送の用に供するとき。

○第78条

【国土交通省令で定める者】
一般社団法人又は一般財団法人、認可地縁団体、農業協同組合、消費生活協同組合、医療法人、社会福祉法人、商工会
議所、商工会、労働者協同組合、法人格を有しない社団
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道路運送法第４条、第78条第２号・第３号について

○第４条
第4条 一般旅客自動車運送事業を経営しようとする者は、国土交通大臣の許可を受けなければならない。
２ 一般旅客自動車運送事業の許可は、一般旅客自動車運送事業の種別（前条第一号イからハまで
に掲げる一般旅客自動車運送事業の別をいう。以下同じ。）について行う。

【参考】
第３条 旅客自動車運送事業の種類は、次に掲げるものとする。
一 一般旅客自動車運送事業（特定旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業）
イ 一般乗合旅客自動車運送事業（乗合旅客を運送する一般旅客自動車運送事業）
ロ 一般貸切旅客自動車運送事業（一個の契約により国土交通省令で定める乗車定員以上の自動車を貸し切つて旅客を運送する一
般旅客自動車運送事業）

ハ 一般乗用旅客自動車運送事業（一個の契約によりロの国土交通省令で定める乗車定員未満の自動車を貸し切つて旅客を運送す
る一般旅客自動車運送事業）



【機密性２】

（交通空白地） 670団体、4304車両
（福祉） 2470団体、14456車両

種類
※数値はR4.3.31時点

提供体制

利用者 （交通空白地） 地域住民・観光客
（福祉） 介護を必要する者

○市町村やNPO法人などが、自家用車を活用して提供する、有償の旅客運送。
○現在は、省令により「交通空白地有償運送」及び「福祉有償運送」のみが認められている。

（運送主体） 市町村、NPO法人等
（使用車両） 自家用車（白ナンバー）
（ドライバー） 第１種運転免許の保有、大臣認定講習の受講等

運送の対価 ①法律により、「実費の範囲内」の収受が認められている。
②タクシーの2分の1を目安（今後、タクシーの約8割を目安とし、運転者の適正報酬を確保）。

登録要件
① 安全体制を確保すること（運行管理・整備管理の責任者の選任等）。
② 地域の関係者（※）において協議が調うこと。

（※）地域住民、地方公共団体、NPO、バス・タクシー事業者、事業者団体、運転者団体等

自家用有償旅客運送について（道路運送法第78条第2号）
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【機密性２】

②福祉タクシー事業者が行う、訪問介護員等による
自家用自動車による有償旅客運送

①通学通園のため、学校等が自家用自動車で行う
有償旅客運送

③繁忙期におけるトラック事業者が行う、
自家用自動車で行う有償貨物運送

④車積載車により事故車等の排除業務にあたる場合の
自家用自動車で行う有償貨物運送

第78条 自家用自動車は、次に掲げる場合を除き、有償で運送の用に供してはならない。
三 公共の福祉を確保するためやむを得ない場合において、国土交通大臣の許可を受けて地域又は期間を限定して運送の
ように供するとき。
☆許可に当たっては、運行管理・整備管理体制の整備及び保険等の加入などを求めている。

（１）乗客：当該学校等の
生徒・児童

（２）運行範囲：許可にあ
たり、特定された送迎ルート

【活用例】
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自家用自動車による有償運送について（道路運送法第78条第3号）



岸田総理指示等における地域交通の取扱い（その１）

第１回デジタル行財政改革会議（10月11日） 岸田総理指示（抜粋）

第２回デジタル行財政改革会議（11月22日） 岸田総理指示（抜粋）

斉藤大臣においては、地域交通の担い手不足や、移動の足の不足といった、深刻な社会問題に対
応するため、タクシー・バス等のドライバーの確保や、不便の解消に向けた地域の自家用車・ドラ
イバーの活用などの検討を進めるとともに、西村大臣と協力して、自動運転やドローンの事業化を加
速してください。

斉藤大臣においては、松村大臣と協力して、規制改革推進会議での議論をしっかりと踏まえ、あら
ゆる選択肢を排除せず、都市部を含め、タクシーの規制緩和やライドシェアについての喫緊の課題へ
の対応策の議論を加速し、年末に報告してください。

第212回国会 岸田総理所信表明演説（10月23日） （抜粋）

地域交通の担い手不足や、移動の足の不足といった、深刻な社会問題に対応しつつ、ライドシェ
アの課題に取り組んでまいります。
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岸田総理指示等における地域交通の取扱い（その２）
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第３回デジタル行財政改革会議（12月20日） 岸田総理発言（抜粋）

まず、全国各地で深刻となっている地域交通の課題を踏まえ、ライドシェアの課題に対応し、地域の
自家用車や、一般ドライバーを活用した新たな運送サービスを、来年４月から開始いたします。あ
わせて、タクシー規制の合理化を進めます。
また、交通空白地域で自治体、商工会、農協などが運営できる非営利型運送サービスについて
も、年内から大幅に改善し、手引きの公表、各種交付金による財政支援等により、導入を推進い
たします。
その上で、年明けからは、こうした施策の効果を検証しつつ、タクシー事業者以外の者がライド
シェア事業を行うことを位置付ける法律制度について、来年６月に向けて議論を開始いたします。
このため、関係大臣においては、来週の規制改革推進会議に向けて、本日の改革内容に基づき、
課題整理を進めてください。
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令和５年12月20日デジタル行財政改革会議資料



令和５年12月20日デジタル行財政改革会議資料
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令和５年12月20日デジタル行財政改革会議資料
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令和５年12月20日デジタル行財政改革会議資料
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令和５年12月20日デジタル行財政改革会議資料
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「自家用車活用方策の考え方」

供給1

量

需要

地域の
自家用車・
ドライバーを
活用

時間

供給補完供給減

供給2

道路運送法
78条3号
（営利型）
又は

78条2号
（非営利型）
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